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世界最高レベルの迅速・的確な特許審査の実現に向けて世界最高レベルの迅速・的確な特許審査の実現に向けて世界最高レベルの迅速・的確な特許審査の実現に向けて

○「推進計画」においては、特許審査の迅速化について御指摘を
頂いている（３頁参照）。

○審査の質を犠牲にすることなく、特許審査を迅速化することは、
重複研究の排除、権利の早期確定による国内技術開発競争の
活性化等を通じ、研究開発投資の収益貢献度を拡大し、我が国
企業の国際競争力の向上に資するもの。

○特許庁としては、「特許審査」と「研究開発の現場」や「国際競争
の現場」を直結するべく、即時審査、すなわち、審査の順番待ち
期間ゼロ（現在２４ヶ月）を目指し、総合的な施策を講じることと
している。

○なお、こうした発明の早期権利化により、積極的に研究開発に
取り組むトップランナーが、独創的な高付加価値商品によって
優位性を確保できるほか、革新的な技術を有する中小・ベンチ
ャー企業の競争力強化にも資する。

○「推進計画」においては、特許審査の迅速化について御指摘を
頂いている（３頁参照）。

○審査の質を犠牲にすることなく、特許審査を迅速化することは、
重複研究の排除、権利の早期確定による国内技術開発競争の
活性化等を通じ、研究開発投資の収益貢献度を拡大し、我が国
企業の国際競争力の向上に資するもの。

○特許庁としては、「特許審査」と「研究開発の現場」や「国際競争
の現場」を直結するべく、即時審査、すなわち、審査の順番待ち
期間ゼロ（現在２４ヶ月）を目指し、総合的な施策を講じることと
している。

○なお、こうした発明の早期権利化により、積極的に研究開発に
取り組むトップランナーが、独創的な高付加価値商品によって
優位性を確保できるほか、革新的な技術を有する中小・ベンチ
ャー企業の競争力強化にも資する。
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権利の早期確定により、積極的に研究開発に取り組むトッ
プランナーが、独創的な高付加価値商品によって優位性
を確保。

権利の早期確定により、積極的に研究開発に取り組むトッ
プランナーが、独創的な高付加価値商品によって優位性
を確保。

有望分野へ研究開発
資源を投入

特許となるもの
５１％

拒絶査定
されるもの
４９％

我が国の民間研究開発費は我が国の民間研究開発費は 総額約１１総額約１１..５兆円５兆円(2001(2001年年))

約５.９兆円 約５約５..６兆円６兆円

中小・ベンチャー企業の中小・ベンチャー企業の
競争力強化競争力強化

革新的な技術を有しな
がら、十分な運転資金
の確保が困難な中小・中小・
ベンチャー企業に対しベンチャー企業に対し
て早期権利化は極めてて早期権利化は極めて
重要重要

迅速・的確な特許審査の実現の成果迅速・的確な特許審査の実現の成果迅速・的確な特許審査の実現の成果

○特許審査と研究開発の現場・国際競争の現場を直結（目標：順番待ち期間ゼロ）
○即時審査による重複研究の排除、権利の早期確定による国内技術開発競争の
活性化等を通じて、研究開発投資の収益貢献度を拡大

○特許審査と研究開発の現場・国際競争の現場を直結（目標：順番待ち期間ゼロ）
○即時審査による重複研究の排除、権利の早期確定による国内技術開発競争の
活性化等を通じて、研究開発投資の収益貢献度を拡大

我が国の国際競争力強化我が国の国際競争力強化我が国の国際競争力強化
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【知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画】(関係部分抜粋)

第２章 保護分野
Ⅰ．知的財産の保護の強化
１．特許審査を迅速化する
（１）特許審査迅速化法（仮称）を制定する

熾烈な国際競争の中で企業の経営判断にスピードが求められる今日，特
許審査の迅速化は，優れた発明の事業化を促し経済の活性化につなげるた
めに不可欠である。特許審査の迅速化を図るためには，５０万件に上る審
査未着手案件（いわゆる滞貨）の縮減と，今後発生が見込まれる約３０万
件の審査請求の急増への対応が重要である。世界最高レベルの迅速・的確
な審査を実現するため，審査待ち期間の短縮の目標を定め，あわせて，必
要な審査官の確保，専門性を備えた審査補助職員の活用，先行技術調査の
外部発注等による審査体制の整備強化，特許法等の見直し，出願人等によ
る出願・審査請求構造の改革等の総合的対策を推進する。なお，滞貨縮減
のための臨時措置として，外部人材の活用により任期付審査官を配置し，
任期終了後は知的財産専門人材としての活用を図る。さらに，関係法律の
改正など，特許審査の迅速化に必要な措置を包括的に定めた特許審査迅速
化法案（仮称）を２００４年通常国会に提出する。

（経済産業省）
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○各国の特許庁の審査能力の拡充状況
審査周辺業務のアウトソーシング、審査調査員などの活用により、欧米を大きく上回る効率を実現。

○特許審査処理の推移
＜審査請求件数と一次審査件数＞
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＜審査待ち件数と審査待ち期間＞

特許審査を取り巻く現状（１）特許審査を取り巻く現状（１）特許審査を取り巻く現状（１）
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出願
約42万件/年

出願
約42万件/年

審査請求
約24万件/年
審査請求

約24万件/年

特許査定
約11万件/年
特許査定

約11万件/年

重複研究？

○事業化しない技術

○事業化した技術の周辺技術
（他社参入を防衛するための
出願）

○従来技術調査により権利化
の見込みがなくなった技術

○研究開発成果の約半分がムダに。
○理由として、特許情報の調査が不十分なことがあげられる。
○研究開発成果の約半分がムダに。
○理由として、特許情報の調査が不十分なことがあげられる。

拒絶査定の内、特許庁からの
拒絶理由の連絡に反論のな
いものが 約５万件（戻し拒絶）約５万件（戻し拒絶）。

特許審査を取り巻く現状（２）特許審査を取り巻く現状（２）特許審査を取り巻く現状（２）

研究開発

発明内容を出願

（2002年データ）

拒絶査定
約11万件/年
拒絶査定

約11万件/年

約11.5兆円

出願料 約88億→約63億 審査請求料 約240億→約480億

（2.1万円/件→1.6万円/件） （9.95万円/件→19.9万円/件）

民間企業の研究開発費 特許料 約390億→約180億

（35.62万円/件→16.66万円/
件）

○企業は、先願主義のため研究開発内容を
早期に出願し、請求段階で内容を見極め

（2700万円/件）
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特許審査を取り巻く現状（３）特許審査を取り巻く現状（３）特許審査を取り巻く現状（３）

○国際的に、日本は特許率が低い上に、特許維持率も低い。
○特許庁からの拒絶理由の連絡に反論のないもの（＝戻し拒絶）は年々増加。
○国際的に、日本は特許率が低い上に、特許維持率も低い。
○特許庁からの拒絶理由の連絡に反論のないもの（＝戻し拒絶）は年々増加。

２－１．特許率の推移
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２－２．拒絶率の推移
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審査請求件数（IN）

と

審査処理件数(OUT)

を均衡

（審査の順番待ち期間
の長期化を抑制）

審査請求件数（IN）

と

審査処理件数(OUT)

を均衡

（審査の順番待ち期間
の長期化を抑制）

さらに滞貨
(約80万件)の
解消が必要

○出願料引下げ・審査請求料引上げ・特許料引下げ
平均的出願47.67万円（現行） → 38.16万円（新）
（審査請求料金9.95万円（現行） → 19.90万円（新））

○審査請求料返還制度
審査順番待ち期間中に取下げた場合、請求料１／２返還

○中小企業の特許戦略支援
減免対象企業の拡大

○審査官 約３５名増員要求／年 （2003年現在１１２６名）

特許審査官の増員特許審査官の増員

○特許審査調査員： ７２名(2003）→９８名(2004年度要求)

非常勤調査員の拡充非常勤調査員の拡充

料金体系見直し等（平成１５年法改正）

措置済み事項

措置済み・今後継続事項措置済み・今後継続事項 特許審査迅速化に向けたこれまでの取組特許審査迅速化に向けたこれまでの取組特許審査迅速化に向けたこれまでの取組

○審査に必要な情報収集（先行技術調査）の外注拡大
外注件数： １６万件(2003) → １９万件(2004年度要求) 

アウトソーシング拡充アウトソーシング拡充

審
査
処
理
の
促
進

審
査
処
理
の
促
進

出
願
・審
査
請
求
構
造
の
適
正
化

出
願
・審
査
請
求
構
造
の
適
正
化

○企業の知的財産の取得・管理・活用の一層の戦略化の支援
○特許取得の状況等について産業界への情報提供や対話

企業の戦略的な知的財産の取得・管理支援企業の戦略的な知的財産の取得・管理支援
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特許審査の順番待ち期間の短縮と滞貨一掃に向けた総合施策特許審査の順番待ち期間の短縮と滞貨一掃に向けた総合施策特許審査の順番待ち期間の短縮と滞貨一掃に向けた総合施策

○特許審査の順番待ち期間は現在約２４ヶ月。これは、毎年の審査処理件数よりも審査
請求件数が多い（約２万件／年）ため、未処理案件（滞貨）が溜まっていることが原因。
（現在滞貨は約５０万件、今後約８０万件まで拡大する見込み）

○滞貨一掃に向けた総合施策は以下の三本柱。

（１）出願・審査請求構造の適正化

◆先行技術調査の促進

◆企業経営者等との意見交換会の実施 など

（２）審査処理の促進

◆任期付審査官の大量採用（今後５年間で５００名）予定

◆アウトソーシングの拡充 など

（３）特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化

◆研修・人材育成機能の強化

◆情報システム機能の高度化

○上記を実現するべく、関係法律の改正など、特許審査の迅速化に必要な措置を包括的
に定めた特許審査迅速化法案（仮称）を次期通常国会に提出する。

○特許審査の順番待ち期間は現在約２４ヶ月。これは、毎年の審査処理件数よりも審査
請求件数が多い（約２万件／年）ため、未処理案件（滞貨）が溜まっていることが原因。
（現在滞貨は約５０万件、今後約８０万件まで拡大する見込み）

○滞貨一掃に向けた総合施策は以下の三本柱。

（１）出願・審査請求構造の適正化

◆先行技術調査の促進

◆企業経営者等との意見交換会の実施 など

（２）審査処理の促進

◆任期付審査官の大量採用（今後５年間で５００名）予定

◆アウトソーシングの拡充 など

（３）特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化

◆研修・人材育成機能の強化

◆情報システム機能の高度化

○上記を実現するべく、関係法律の改正など、特許審査の迅速化に必要な措置を包括的
に定めた特許審査迅速化法案（仮称）を次期通常国会に提出する。
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滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（１）滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（１）滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（１）

１．先行技術調査の促進
・特定指定調査機関の調査レポート添付に
よる料金減額

・特許等に係る情報提供の改善
・中小企業先行技術調査支援

２．実用新案制度の魅力の向上
３．企業経営者等との知財戦略の意見交換

１．先行技術調査の促進
・特定指定調査機関の調査レポート添付に
よる料金減額
・特許等に係る情報提供の改善
・中小企業先行技術調査支援

２．実用新案制度の魅力の向上
３．企業経営者等との知財戦略の意見交換

出願・審査請求構造の適正化出願・審査請求構造の適正化

１．審査官の増員
・任期付審査官の大量採用（今後５年間で
５００名）予定

・通常審査官の着実な確保
２．アウトソーシングの拡充
・指定調査機関の指定要件見直しによる新
規参入促進）

３．弁理士の貢献
・担当弁理士の明確化 等

１．審査官の増員
・任期付審査官の大量採用（今後５年間で
５００名）予定

・通常審査官の着実な確保
２．アウトソーシングの拡充
・指定調査機関の指定要件見直しによる新
規参入促進）

３．弁理士の貢献
・担当弁理士の明確化 等

審査処理の促進審査処理の促進

１．研修・人材育成機能の強化

２．情報システム改革の推進

１．研修・人材育成機能の強化

２．情報システム改革の推進

特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化

（注）下線部は法律改正事項

世界に類のない特許審査即時開始（特許審査の順番待ち時間ゼロ）の実現に向けて、以下の施策を
実施する。併せて必要な関係法律の改正など、特許審査迅速化法案（仮称）を次期通常国会に提出す
る。

（１）出願・審査請求構造の適正化

（２）審査処理の促進

（３）特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化

世界に類のない特許審査即時開始（特許審査の順番待ち時間ゼロ）の実現に向けて、以下の施策を
実施する。併せて必要な関係法律の改正など、特許審査迅速化法案（仮称）を次期通常国会に提出す
る。

（１）出願・審査請求構造の適正化

（２）審査処理の促進

（３）特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化
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１．先行技術調査の促進
・特定指定調査機関の調査レポート添付に
よる料金減額

・特許等に係る情報提供の改善
・技術調査人材（サーチャー）の育成強化
・中小企業先行技術調査支援
（平成１６年度予算において中小企業の審査請求

前の先行技術調査を支援する新規事業を要求
中）

２．実用新案制度の魅力の向上

３．企業経営者等との意見交換
・出願件数の多い大企業・中小企業の経営
者と知財戦略について長官以下が意見交
換を実施中。（現在合計１３５社）

１．先行技術調査の促進
・特定指定調査機関の調査レポート添付に
よる料金減額

・特許等に係る情報提供の改善
・技術調査人材（サーチャー）の育成強化
・中小企業先行技術調査支援
（平成１６年度予算において中小企業の審査請求

前の先行技術調査を支援する新規事業を要求
中）

２．実用新案制度の魅力の向上

３．企業経営者等との意見交換
・出願件数の多い大企業・中小企業の経営
者と知財戦略について長官以下が意見交
換を実施中。（現在合計１３５社）

出願・審査請求構造の適正化出願・審査請求構造の適正化

滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（２）滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（２）滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（２）

特許審査迅速化法案（仮称）のイメージ（１）特許審査迅速化法案（仮称）のイメージ（１）特許審査迅速化法案（仮称）のイメージ（１）

審査請求段階での先行技術調査にインセン
ティブを付与（１３頁参照）。

◆新たに特定の指定調査機関を指定し、その調査
レポート添付による審査請求料の減額措置を創
設（特許法１９５条関係）。

先行技術に係る情報提供を改善し、企業の
先行技術調査の環境を整備。

◆特許公報等のインターネット化（特例法１３条関
係）

（注）下線部や◆印は法律改正事項

実用新案制度の魅力を向上し、特許出願と
のバランスをとる。

◆保護期間の延長（実用新案法１５条関係）
◆特許出願への移行（特許法４６条関係） など
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○研究開始時点で調査可能な「拒絶理由に用いられた従来技術」は約８割。
○平均で約８年前の従来技術が拒絶理由に用いられている。

企業等における先行技術調査の促進が重要

○研究開始時点で調査可能な「拒絶理由に用いられた従来技術」は約８割。
○平均で約８年前の従来技術が拒絶理由に用いられている。

企業等における先行技術調査の促進が重要

拒絶理由を通知された出願に対する従来技術の分布状況
（2000年着手案件のうち拒絶査定になったもの）

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

12年 11年 10年 9年 8年 7年 6年 5年 4年 3年 2年 1年 0年
以上

（全データより）

研究開発時点

研究開始時点で調査可能な
従来技術(76%)

出願時点

出願後に
公開される
従来技術

何年前の従来技
術により拒絶され

たか

出願時点で調査可能な
従来技術(96%)

平均

（参考） 先行技術調査の必要性（参考）（参考） 先行技術調査の必要性先行技術調査の必要性
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（参考） 指定調査機関の見直しについて（参考）（参考） 指定調査機関の見直しについて指定調査機関の見直しについて

現 状 見直し後

出願人

指定調査機関
（IPCC（注１）のみ）

特許庁

①出願
②審査請求

④
レ
ポ
ー
ト

提
出

③
先
行
技
術

調
査
依
頼

⑥審査結果
通知 ⑤審査

（注１）IPCC：財団法人工業所有権協力センター
（注２）特定指定調査機関は、指定調査機関の中から特定さ

れる予定。

出願人

指定調査機関
（IPCC）

特許庁

④
レ
ポ
ー
ト

提
出

③
先
行
技
術

調
査
依
頼

⑥審査結果
通知 ⑤審査

指定調査
機関

（IPCC以
外）

指定調査
機関

（IPCC以
外）

…

特定指定
調査機関 審査請求前に出願人から特定指定

調査機関への先行技術調査が依
頼され、そのレポートを添付した審
査請求の場合は、審査請求料を減
額。なお、審査着手時には、当該レ
ポートの内容について当該指定調
査機関に説明を依頼。

①－1.出願
②審査請求

①－3.
レポー
ト提出

①－2.
先行技
術調査
依頼

専門店型 百貨店型百貨店型

特定指定
調査機関
特定指定
調査機関
特定指定調
査機関(注2)

指定調査
機関

（IPCC以
外）

指定調査
機関

（IPCC以
外）
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滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（３）滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（３）滞貨一掃に向けた総合施策の三本柱（３）

特許審査迅速化法案（仮称）のイメージ（２）特許審査迅速化法案（仮称）のイメージ（２）特許審査迅速化法案（仮称）のイメージ（２）

（注）下線部や◆印は法律改正事項

１．特許審査官の増員
・今後５年間で５００名の任期付審査官を採用
予定

・通常審査官の着実な確保

２．アウトソーシングの拡充
・指定調査機関の指定要件見直しによる新規
参入促進

３．弁理士の貢献
・担当弁理士の明確化 など

１．特許審査官の増員
・今後５年間で５００名の任期付審査官を採用
予定

・通常審査官の着実な確保

２．アウトソーシングの拡充
・指定調査機関の指定要件見直しによる新規
参入促進

３．弁理士の貢献
・担当弁理士の明確化 など

審査処理の促進審査処理の促進

１．研修・人材育成機能の強化
・庁内向けの研修を強化するともに、技術調

査人材（サーチャー）、弁理士等の外部研

修に貢献できるよう人材育成機能を強化。

２．情報システム改革の推進
・情報システム機能の高度化

１．研修・人材育成機能の強化
・庁内向けの研修を強化するともに、技術調

査人材（サーチャー）、弁理士等の外部研

修に貢献できるよう人材育成機能を強化。

２．情報システム改革の推進
・情報システム機能の高度化

特許審査迅速化に必要な基盤強化特許審査迅速化に必要な基盤強化

特許庁からのアウトソーシング先である指定
調査機関に民間調査機関等が参入できるよう
法改正を行い、競争原理を導入。

IPCC(百貨店)の形態に限らず、分野別調査
機関 (専門店)の新規参入を見込む。（１２頁
参照）

◆指定調査機関の公益法人要件の撤廃（特例法
３７条関係）

特許審査迅速化のための基盤整備・強化を
図り、知的財産関連の人材育成機能の強化、
情報システムによるサービスの高度化に柔軟
に対応する。

◆独立行政法人工業所有権総合情報館に研修及
び情報関連の業務を追加（情報館法１０条関係）
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（参考） 任期付審査官の大量採用（参考）（参考） 任期付審査官の大量採用任期付審査官の大量採用

100

200

300

400

500 500 500 500

400

300

200

100

2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016

（人数）

（年）

研
修

採
用

審
査
開
始

○来年度以降、任期付審査官を毎年１００名程度、５年間にわたり採用。
○合計５００名の任期付審査官により、滞貨を一気呵成に処理。
○来年度以降、任期付審査官を毎年１００名程度、５年間にわたり採用。
○合計５００名の任期付審査官により、滞貨を一気呵成に処理。

研修を充実


